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はじめに

　名城ロースクール・レビューは本号（第45号）
で廃刊となる。2005年の創刊号から最終号ま
で14年間にわたり連綿と活用し続けてきただ
けに、今年度限りの廃刊という事実に接し、い
ささかの感慨を禁じ得ない。しかも筆者は多
岐にわたる習作―本稿末尾のAppendix参照
―を基に『デュー・プロセスと合衆国最高裁』
7巻本を皮切りにいわば各論として、『証拠法研
究』全7巻のほか『共謀罪とコンスピラシー』『死
刑判決と日米最高裁」などを相次いで上梓して
きただけに、その思いには格別のものがある。
　そこで本稿では、いわば総括としてやや私的
な名城ロースクール・レビューとのかかわりを
回想し、問題意識の軌跡を辿りつつ、アメリカ
法の現状を概観する。そしてカルロス・ゴーン
氏逮捕を契機に改めて話題の取調べ受忍義務と
黙秘権のかかわりに言及した後、アメリカ法の
継受とその変容について、共犯者の自白をめぐ
る日米刑事司法の相違を中心に、かねての考え
を明らかにすることとしたい。

１　名城ロースクール・レビューとのかかわり

　（1）　筆者の名城ロースクール・レビューへ
の登場は、前述のように2005年のことである。
法学部新設の桃山学院大学に刑事訴訟法担当の
専任教員として名城大学から移籍したばかり
だった。わが国では当時、司法制度改革の一環
として日本版ロースクールである法科大学院構
想が急浮上し、早々と2004年度に実現したが、
各大学はさらなるカリキュラムの充実に向けて
しのぎを削っている状況にあった。そして名城
のようないわば弱小ロースクールにあっては、
文科省からの正式認可を受けることが先決だっ
た。ところが研究者教員としての刑事訴訟法担
当者の決定が思いがけず難渋したため、急きょ
筆者に白羽の矢が立てられたらしい。その間の
事情は関知するところではないが、桃山学院大
学は電車で一駅、車で15分の職住近接にあり、
ここで定年までいてライフワークを完成させる
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と決めていた以上、“出戻り”の気持ちは一切
なかった。しかしその後、兼松顕新学長および
栗城壽夫教授（法科大学院設立責任者）を含む
関係者全員による学長室での懇請があった。外
ならぬ栗城先生から名城に是非戻ってほしいと
頭を下げられると、日本人的な余りにも日本人
的な対応かもしれないが、断り切れなかったと
いうのが実相である。こうして名城大学法科大
学院は辛うじて2004年に文科省から正式に認
可され、そして筆者は2005年4月1日付で名誉
教授のまま名城大学法科大学院の専任教員とし
て復帰することになった。
　（2）　筆者は名城への“出戻り”が確定した後、
創刊号を皮切りに名城ロースクール・レビュー
に毎号登場した。そして定期刊行を維持するた
めに是非長いのを書いてほしいとの担当者の要
請に応えて、長文の各習作を相次いで発表する
ことになる。その中の1つが2006年3月から翌
年末にかけて5回にわたり掲載した「いわゆる
共謀罪とコンスピラシー」で、これをベースに
出版したのが大部の『共謀罪とコンスピラシー』
（成文堂、2008年）である。同書はしがきで、「名
城ロースクール・レビューへの財政的援助を惜
しまれなかった名城大学関係者各位にも感謝し
たい」と記したことにつき、少し補足しておく。
　筆者として最初で最後のことだが、大学図書
館で偶然出会った経営本部長N氏に直訴したと
ころ、「先生にはその節本当にお世話になりまし
た」として別途補正予算を組み、途中まで書き
上げていた「いわゆる共謀罪とコンスピラシー」
を完に至るまで掲載できる措置を講じてくだ
さったのである。大学内部の事務手続きが至難
であったであろうことは容易に推察できる。N
氏には多大のご迷惑をかけたが、その10年後
の「共謀罪」法案成立を契機に、2017年11月
21日に大阪弁護士会で開催された弁護士相手の
「共謀罪弁護」シンポジウム―弁護士70余名
が参加―で講師としての筆者につき、名城大
学名誉教授で「共謀罪とコンスピラシー」の著
者であると紹介されていた。筆者の要請を即受
け入れて下さったN氏の英断がこの講演につな
がったのは間違いない、その意味で筆者はN氏

の労に報いたことになる。
　ちなみにN氏は、名城大学がその存亡の危機
に直面したいわゆる名城大学紛争以降、その半
生を大学の発展にささげた矢野勝久法学部長
―後に名城大学学長に就任―の下で長年に
わたり教務係長として難しい教務関係の仕事を
見事にこなしてきた。事務職トップの経営本部
長に抜擢され手腕を発揮する素地はその間に醸
成されたのであろう。そして筆者は名城大学法
学部教授会で彼の有能振りを垣間見ていたので
ある。
　また筆者は、名城大学図書館のいわば生き字
引である事務職員（ニワさん）の全面的協力を
得て順次購入していただいた膨大な英米の判例
集を事実上一人で利用しつつ、筆者なりのアメ
リカ法研究を積み重ねてきた。研究に必要なも
のは購入するとの矢野勝久法学部長以来の基本
方針があればこそ順次購入できたのであり、感
謝を込めてこのことを特に記しておく。

２　問題意識の軌跡

　（1）　英米法は、イギリスのコモンローに遠
く遡る膨大な判例群から成る。そして証拠法と
りわけ伝聞法則に関しては、ウィグモアの大著
（Wigmore on Evidence）（1904年初版、1940年第
3版）を介して日本に導入された。ただ、ウィ
グモアの著書は英米証拠法に関する金字塔であ
るが、憲法とのかかわりについては触れてい
ない。なお、ウィグモアの古典的名著の伝聞
部分は早くも1970年にチャドバン教授（Prof. 
Chadbourn）により改訂が施されており、同改
訂版（第4巻から第6巻）では最高裁判例に言
及している。　
　わが国における伝聞法則に関する先駆的業績
は、江家義男『刑事証拠法の基礎理論［改訂版］』
（有斐閣、1952年）である。はしがきで「わが
証拠法を正しく把握するためには、英米法の知
識がなければならない。これなくしては、暗中
摸索の域を脱し得ない」と記されているように、
同書は専らウィグモアの見解に依拠して英米法
を紹介しつつわが法の解釈論を展開したもので
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あるが、当然とはいえ伝聞法則と合衆国憲法と
のかかわりが完全に欠落している。
　そしてアメリカ法の圧倒的影響を受けたとさ
れる現行刑事訴訟法制定当時、客観的に認識で
きる明確なアメリカ法なるものは存在してい
なかった。全米に適用される画一的アメリカ
法が成立したのは、ウォーレン・コート（1953-
1967）下に第14修正のデュー・プロセス条項を
介して権利の章典に関する諸権利が各州にその
まま適用されることが確立した以降のことであ
り、それまでは各州毎に種々の憲法や判例法が
存在していたにすぎなかったのである。
　（2）　このような状況下の1975年に米連邦証
拠規則が制定された、これは連邦法域における
伝聞法則を中心にした最初の統一的な証拠法で
あり、アメリカ法の重要な法源であることは疑
いない、しかし証拠法のすべてを網羅するもの
でなく、自白法則や違法収集証拠のほか証言拒
否特権などの証拠法上の重要問題については触
れておらず、これらはいずれも判例の発展に委
ねられている。ただ、その後に多くの州はこれ
とほぼ同一または類似の証拠規則を制定したた
め、今日では連邦法域にとどまらずアメリカ各
州法の重要な法源とされている。また連邦証拠
規則制定時およびその後に合衆国最高裁判例と
の整合性が問題となる事案が多く発生したた
め、米連邦証拠規則は各州法上の伝聞法則と連
邦憲法とのかかわりを検討するうえでも極めて
重要な意義を有するのである。
　（3）　1949年（昭和24年）1月1日施行の現
行刑事訴訟法は、新しい日本国憲法を受けて全
面改正された唯一の基本法であり、憲法とのか
かわりが濃厚である。日本国憲法31条以下の
刑事手続きに関する諸規定がアメリカ合衆国憲
法第4修正ないし第6修正および第8修正の人
権規定に由来し、現行刑事訴訟法がこのような
憲法上の人身の自由に関する英米法的手続きの
枠組みを受け入れたものであることは、その制
定経緯に照らしても明らかである。したがっ
て、当初からわが法の解釈運用に資するため、
それまで蓄積の乏しかったアメリカ法研究が積
極的に推し進められたのである。

　そして筆者も日本法の解釈運用に資するた
め、母法である第4修正ないし第6修正および
第8修正の人権規定に関するアメリカ判例法の
動向を執拗なまでに丹念に追ってきた。その成
果が『デュー・プロセスと合衆国最高裁』7巻
本をはじめとする既刊全20巻であり、判例分
析を中心とした筆者なりのアメリカ法研究がほ
ぼ完成したことになる。ただ、痛感するのは、
アメリカ法とは余りにかけ離れた日本の刑事司
法の実態である。そこでひとまずアメリカ法の
現状を概観した後、近時話題のカルロス・ゴー
ン逮捕に続く保釈の是非にかかわる取調べ受忍
義務と黙秘権の問題について言及する。そして
最も重要であるにもかかわらず、わが国での理
解が必ずしも十分と思われない、いわゆる共犯
者の自白の取扱いをめぐるアメリカ法とのかか
わりについて詳論した後、勾留理由としての証
拠湮滅について、そのルーツを確かめつつ問題
点を明らかにすることとしたい。

３　アメリカ法の現状

　（1）　わが法が継受した70年前とは異なり、
現在のアメリカ法は、いわゆる権利の章典に関
する限り、全米で画一的に適用される統一的ア
メリカ法が成立している。その具体的内容につ
いては別途詳論しており、改めて繰り返す必要
はあるまい。ただ、アメリカのインディアナ大
学の歴史学教授による以下の指摘は、アメリカ
法の現状を把握する上で頗る重要であるにもか
かわらず、わが国では十分に知られていないの
で、ひとまずその要旨を紹介しておく。
　（2）　同教授はまず合衆国最高裁による権利
の章典の平等化および同一の全国的基準の達成
は、広汎な社会的政治的転換と一致するとし
て、次のように指摘する。すなわち合衆国は商
業社会となり、生産物は、すべての階級および
地域に分け隔てなく売り込まれている。ネット
ワークやテレビで全国に販売された生産物は、
均質化された大衆文化の成長に拍車をかけた。
ピッツバーグ、ペンシルバニア、あるいはアリ
ゾナ州のフェニックスで買ったかどうかにかか
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わらず、消費者は同一の生産品を同一の値段で
購入する。マクドナルドのハンバーガは、カン
ザス州やアラバマ州でも同じ味だった。設備や
装飾品もほとんど変わらない。画一性を強調す
る民主化が価格の多様性や相違を曖昧にしない
のと同じく、平等化は消費者の期待を促進した
のは明らかであるというのである。
　（3）　そして最後にエピローグとして次のよ
うにまとめている、すなわち1980年代終わり
頃には被告人（the accused）の権利は本当に全
国画一（truly national）となったので、もはや
従前のようにそれぞれ地理的偶然に依拠するこ
とはなくなった。合衆国最高裁判決は、州が人
を犯罪で告発（accuses）する時に刑事手続きで
不可避的に生ずる権力の不均衡を大いに是正し
た。政府の手を束縛する際にウォーレン・コー
トは、根拠薄弱な無秩序の懸念に留意すること
を拒否し、自由を促進するためアメリカの伝統
的な権力の制約を尊重した。最高裁は、極めて
問題のある判決を破棄せよとの政治的要求が
広がったにもかかわらず1970年と1980年代に
権利の新しい解釈（the new understanding）を
放棄しなかった。裁判官たちは、それ以前の
最高裁の成果を一部にせよ無効とすることよ
りも、個々の事件においてそれらの保護手段
（safeguards）の実践的意味を明らかにすること
により関心を抱いたのである。
　被告人（defendants）の公判での権利は、警
察のやり方を制約する公判前の保障ほど問題と
ならない。法的制度は社会秩序を犠牲にして刑
事被告人を保護しているという一般大衆の見方
（popular perception）は、なお残っている。この
結論に反論するのは時に困難である。余りにも
多くの暴力犯罪が大きく取り上げられ、余りに
も多くの麻薬関連犯罪が責任を問われないまま
であり（unanswered）、余りにも多くの人々は、
現代のアメリカを悩ましている無秩序を容易に
忘れる。はるかに明らかでないのは、犯罪と権
利との関係である。多くの研究は、警察のやり
方を最も制約するルールであっても、事件の現
実の処理にほとんど効果のないことを示してい
る。

　（4）　被告人の公判での権利に関し最高裁が、
1990年代にそのような修正ないし新しい解釈を
するかは不明である。1986年に長官に就任した
レンキスト首席裁判官のリーダシップの下に最
高裁は、しばしば被告人よりも訴追側に有利な
判断をしている。ブレナン裁判官の引退ととも
にLaw and Orderの多数派が次の10年間最高裁
をコントロールすることになるだろう。しかし、
今までのところ、裁判官たちはウォーレン・
コートのリベラルな判決を破棄したことはない。
「注目に値する一つの展開は、被告人（accused）
の権利の第一の擁護者（defenders）としての州
最高裁の再出現（re-emergence）である。合衆
国最高裁は全米で通用する最小の行動基準を確
立するだけである。そして州裁判所の中には最
近、この全国で画一な基準を越え始めたものが
ある。」しかし、多くの州の最高裁は、選挙で
選ばれた裁判官によって運営されている、そし
て選挙民は、リベラルな公判の権利を確立しよ
うとする努力を支持しないであろう。
　以前の基準への復帰はあり得ないように思わ
れるけれども、被告人（accused）の権利が将
来において新しい解釈を獲得することは避けら
れない。法と秩序の間の相当なバランスに関
し、新しい権利を創造する際における裁判所の
役割に関し、そして“平等の保護”や“法の
デュー・プロセス”のような憲法上の定義に関
して基本的相違は常に存在するだろう。われわ
れは、しかし、たとえ憲法制定当時の意味内容
を正確に知ることができたとしても、これらの
権利の当初の意味（original expression）の回復
を求めることはできない。そのようにすること
は、自由、権利、および社会の責任に関するわ
れわれの理解における発展の可能性を否定する
こととなろう。そしてこのような発展の可能性
こそが、権利の章典をその採用の200年後にお
いてもなお生命力ある文書（a vital document）
としているのである。

　権利の章典に関する全米での画一的な法的基
準の確立を世界経済のグローバル化にあわせて
指摘するなどは、筆者の到底思いも寄らないこ
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とであるだけに、その奥深さに思いを致しつつ
蒙を啓かれた思いがした。なお、上記著者はイ
ンディアナ大学の歴史学の教授で、権利の章典
200年を記念して刊行された双書（Bicentennial 
Essays of the Bill of Rights）の公正な裁判（Fair 
Trial）と題する一書でこのことを指摘している。
詳しくは、小早川義則「公正な裁判―アメリ
カ史における被告人の権利」『デュー・プロセス
と合衆国最高裁Ⅶ（完）』247頁以下。

４　取調べ受忍義務と黙秘権
　
　（1）　日産自動車のカルロス・ゴーン前会長
が中東オマーンの販売代理店に支出した資金を
私的に流用したとされる特別背任事件で、弁護
団の高野隆弁護士は4月12日、東京地検に提出
した「取調べに関する申入書」を自身のブログ
で公開した。ゴーン氏は黙秘権を行使している
のに連日長時間の取調べを受けており、「拷問」
と批判している。4月8日付申入書によると、
ゴーン前会長は弁護人の助言に従って、再逮捕
の当初から「供述は一切せず、いかなる文書に
も署名しない」という考えを検事に表明したに
もかかわらず、地検特捜部の検事は毎日、東京
拘置所内の取調室に来て質問を繰り返し、5時
間近くに及ぶ日もあるという。
　ゴーン前会長は検事に対し「弁護人の助言に
従う」「お話しすることは何もない」「これは時間
の無駄ではないのか」と述べ、取調べの中止を
求めているが、聞き入れられない。高野氏は申
込書で「供述するまで、いつまでも尋問を続け
るという気勢を示し、供述を強要しようとして
いる」と指摘し、憲法が保障する黙秘権の侵害
で、拷問禁止条項が定める「拷問」に当たると
抗議した。そのうえで、ゴーン前会長を取調室
に連れてくること自体をやめるように求めてい
るというのである。（2019年4月13日付朝日新聞）
　（2）　ところで合衆国最高裁は43年前の1966
年ミランダ判決において身柄拘束中の被疑者が
黙秘の意思を示した場合には、「取調べは中止さ
れなければならない」「弁護人を必要とすると述
べた場合には、弁護人が立ち会うまで取調べは

中止されなければならない」とし、被疑者には
常に取調べを中止させる権利があり、さらに弁
護人の同席を求める権利のあることを明示し、
身柄拘束中の被疑者が任意に権利放棄に同意し
た場合に限り、捜査官は被疑者を取り調べるこ
とができるとしている。その後の判例も右の核
心部分についてはこれを貫徹強化し、少なくと
も被疑者が弁護人依頼権を行使した場合には、
別件を含め弁護人の現実の立会いのない限り、
捜査官による取調べの再開は一切禁止されてい
る。しかし、それはあくまでも「被疑者限り」
の固有権であるから、被疑者自身が明確に第5
修正の弁護人依頼権を行使する意思を示さなけ
ればならない。1986年のバービン判決（Moran v. 
Burbine, 475 U.S. 412）が示しているように、例
えば、被疑者不知の間に家族が選任した弁護人
の接見意思を伝達しなくても、被疑者本人がそ
の効果を熟知したうえで任意に権利放棄をして
取調べに応じたものと認められると、その権利
放棄は有効とされている。｢適用の容易さと明確
性｣ はミランダの長所であり、｢第三者でなく被
疑者本人が｣ 弁護人依頼権を行使しなければな
らないからである。
　ミランダ判決はわが国でも衝撃的ともいえる
反響を呼び、その内容が直ちに紹介されるとと
もに、学説に大きな影響を与えたが、今日に至
るまで捜査実務への影響は皆無であり、身柄拘
束中の被疑者には取調べ受忍義務があるとし
て、ミランダ以前の密室下での被疑者取調べが
基本的に容認されている。その背景には、英米
法流のいわゆる弾劾的捜査観ないしミランダ流
の被疑者取調べはわが国の文化ないし国民性に
合わないとする考え方があるといってよい。こ
のような「日本社会ないし日本の特性という文
化的な要素を重視しすぎ＜る＞」のは他国での
成果を無視することにもなりかねないだけに根
本的な疑問があるが、さしあたり ｢ミランダの
会」の弁護活動方針と対比しつつ、ミランダ判
決の捜査実務への影響について考えてみたい。
　（3）　｢ミランダの会｣ はミランダ流の取調べ
実務の導入を意図した一部弁護士によって1995
年2月に結成されたもので、当初から、取調べ
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への弁護士の立会いを要求し、それが認められ
ない場合には取調べを拒否し、さらに調書内容
の弁護人による確認が認められない限り、署名
押印を拒否するよう被疑者に助言することを弁
護活動方針としてきた。その結成直後に発生し
たいわゆるオウム関連事件の被疑者に接見した
当番弁護士の一部が偶然 ｢ミランダの会｣ の一
員であったことから、かねてからの同会の弁護
方針に従い、弁護人が同席しない限り取調べを
拒否するよう助言し、被疑者がこれに応じて同
旨の書面を担当検事に提出するなどしたため、
検察当局が痛烈に弁護士批判を展開し、主要各
紙がこれを比較的大きく報道した。その後も両
者の徹底抗戦は続いており、今回の高野弁護士
の担当検事への「取調べに関する申入書」はそ
の延長線上にあるといってよい。
　問題は、カルロス・ゴーン氏が「弁護人の助
言に従う」としたうえで「お話しすることは何
もない」として供述することを一切拒否してい
るにもかかわらず、供述するまで尋問を続ける
という検事の態度は憲法上の黙秘権の侵害に当
たるかである。要するに、不利益供述の強要を
禁止するわが憲法38条1項の規定が合衆国憲法
第5修正の自己負罪拒否特権ないし黙秘権に由
来し、その文言もほぼ同一であるにもかかわら
ず、わが国の解釈論としてもミランダ判決を無
視するのは至難と思われる。また実質的にみて
も、被疑者取調べに内在する強制的雰囲気を除
去して憲法を実効的に保障するにはミランダ法
則しかないとのアメリカ法の判断は示唆に富
む。アメリカでは身柄拘束中の被疑者が権利行
使の意思を示した限り、それは徹底的に尊重強
化されているのであって、取調べ受忍義務を肯
定し密室下での一対一の ｢カウンセリング的取
調べ｣ こそ望ましいとするわが国の捜査実務と
の隔たりは大きい。この点、法廷を心地よい邸
宅に、警察署をみすぼらしい門番小屋にみた
て、「憲法は法廷では実に多くのことを要求する
一方で、警察署ではほとんど意味を持たない｣、
なぜ両者の手続きはこれほどまでに異なるの
か、その合理的理由はないと喝破しミランダ判
決の引き金にもなったとされるカミサー教授の

1965年の古典的エッセイでの指摘は玩味に値
する。
　この点については、アメリカ法の継受とその
変容について詳論した後、2000年のディカソン
判決等を踏まえ、改めて考えることとしたい。

５　アメリカ法の継受とその変容

　（1）　問題の所在
　1949年（昭和24年）1月1日施行の現行刑事
訴訟法は、新しい日本国憲法を受けて全面改正
された唯一の基本法であり、憲法とのかかわり
が濃厚である。日本国憲法31条以下の刑事手
続きに関する諸規定がアメリカ合衆国憲法第4
修正ないし第6修正および第8修正の人権規定
に由来し、現行刑事訴訟法がこのような憲法上
の人身の自由に関する英米法的手続きの枠組を
受け入れたものであることは、その制定経緯に
照らしても明らかである。したがって、わが法
の解釈に資するため、それまで蓄積の乏しかっ
た英米法とりわけアメリカ法の研究が精力的に
推し進められたのであるが、早くも1975年の
段階で「アメリカの法制度とは似ても似つかぬ」
（鈴木義男）日本の法制度の実態が指摘されて
いた。要するに、戦後改正の「英米法化」といっ
ても見かけほどには実を結ばず、文言上はアメ
リカ法の影響下にあるものの、わが法は独自の
展開、変容を遂げてきたというのである。
　そして筆者も、アメリカ法を継受したわが法
の解釈運用に資するため、合衆国最高裁の判例
分析を中心に研究を続けてきたところ、わが国
の刑事司法とは異なるアメリカ法の実相が次第
に明らかになった。その典型がいわゆる共犯者
の自白の取扱いをめぐる日米両国の余りにも顕
著な相違である。
　そこで以下、この問題を中心にわが国では未
だ正確に把握されていないアメリカ法の動向を
詳論することにあわせて、英米法にはない、証
拠隠滅を理由とする勾留のルーツを明らかにす
ることとしたい。
　（2）　共犯者の自白
　わが国でも早くから共犯者の自白は共犯者の
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供述とは異なるという藤岩睦郎氏による実に明
快な指摘があったにもかかわらず、団藤重光氏
の圧倒的な影響を受けて共犯者の自白は専ら憲
法38条3項の「本人の自白」に含まれるかとい
う証明力の問題とされていた。そのため、肝心
の証拠能力の問題―とりわけ検面調書とのか
かわり―がやや疎かにされた嫌いがある。例
えば、ほぼ同時期に相次いで刊行された下村幸
雄『共犯者の自白』（日本評論社、1996年4月）
と池田眞一＝池田 修＝杉田宗久『共犯者の供
述の信用性』（法曹会、1996年7月）もそうであ
る。もっとも、前者は、「共犯者の自白の信用性
の問題が自白と一緒に論じられて来たことに疑
問をもっていた」（462頁）と指摘しており、後
者は、「共犯者の供述の危険性として、被告人本
人の自白も同様の危険性を指摘する見解（例え
ば、団藤重光）もあり、この点に着目して「共
犯者の自白」と呼ばれることがあるが、本研究
ではより一般的な「共犯者の供述」の語を使用
する」と注記している（1頁）。興味深いのは、
両用語を併記している福島裕「共犯者の供述（共
犯者の自白）の証明力」（判例タイムズ733号21
頁）（1990年）である。論者はいずれも藤岩睦
郎氏と問題意識を共有しているにもかかわらず
団藤説を無視できず―ここに団藤説の功罪が
ある―判例も同様であるという評価も可能で
あろう。そして筆者も圧倒的な団藤説の影響下
に英米法制を参照しつつ、専ら共犯者の自白の
証明力の問題に傾斜していたが、次第に関心が
証拠能力の問題に移行していったのである。
　（3）　ところで英米法では共犯者の供述（証
言）に補強証拠ないし“共犯者の警告”が不
可欠かが問題とされてきた。ただ、ウィグ
モアが唯一“共犯者の自白”（confessions of an  
accomplice）という言葉を用いていたが、余り
にも簡潔な一文であるためその真意を量りかね
ていた。ウィグモアがなぜ突然“共犯者の自白”
に言及しているのかが把握できなかったのであ
る。そして改めて検討したところ、それは要す
るに、被告人を自己の犯罪に巻き込む共犯者の
自白は当の共犯者自身の刑事上の利益に反する
ものであるから何人も自己の利益に反する供述

をするはずがないという早くからコモン・ロー
で確立した伝聞例外が適用されるように思われ
るが、いわゆる共犯者にとっては自白をして仲
間を裏切ることにより恩恵に浴するという利益
の方がはるかに大きいのが通常である、それ
故、その共犯者の自白を被告人に不利益な証拠
として許容するのは相当でない、したがって、
1884年のサセックス公爵位継承事件判決（後述）
に反して共犯者の自白を刑事上の利益に反する
伝聞例外として許容したとしても、共犯者の自
白を被告人に不利益に用いることはできないと
いう原則は貫徹されている。
　要するに、アメリカで共犯者の自白という言
葉が用いられていないのは、およそ伝聞例外と
して許容できないからであり、ウィグモアはこ
のことを強調するために脚注でわざわざ“共犯
者の自白”という言葉を用いた。そして1999
年のリリー判決に至る判例法の展開過程におい
ても“共犯者の自白”という用語は度々出てく
るが、それはあくまでも伝聞例外に該当しない
という意味で言及されていたのであり、共犯者
の自白か共犯者の供述かというのは、単なる用
語の問題ではなかったのである。ちなみに筆者
は、後に世紀の冤罪事件として大問題となっ
た“セントラルパーク暴行事件”発生時に偶然
ニューヨークにいたが、X、Y共犯を認めるX
の公判廷外の自白は自白者本人に対してのみ不
利益な証拠となることがテレビで繰り返されて
いたことが記憶に新しい。被告人を巻き込む共
犯者の自白はおよそ被告人に不利益な証拠とし
て用いられないことが判例上確立しているばか
りか、メディア報道を介して一般市民に浸透す
る教育的効果にあわせて陪審制度の意義に思い
を致したのである。

　そこで以下、英米では周知のサセックス判決
とその批判にやや詳しく触れた後、合衆国最高
裁ブルートン判決でのホワイト反対意見及びそ
の後の展開を明らかにしておく。

　Ａ　サセックス公爵位継承事件判決とその批判
　本判決（Sussex Peerage Case ［1843-1860］ All 
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E.R. 55）は、ジョージ3世の第6王子であるサ
セックス公爵FとMとの間に生まれたXがF死
亡後に爵位等の継承を申し立てた際に、ジョー
ジ2世の直系の子孫は国王の事前の同意なしに
結婚できずこれに違反した当事者および悪意の
関係者には刑罰が科せられる旨王室婚姻法が規
定していたところから、国王の事前の同意のな
いFとMの結婚式をローマで司式した旨のイギ
リス国教会牧師Gの子息に対する供述の許容性
が争われた事案につき、原供述者の金銭上ない
し財産上の利益に反する供述だけが伝聞例外と
して許容されることを理由にGの供述が排除さ
れた。人がその廉で訴追されるおそれのある重
罪を自白したとせよ、彼が死亡するや否や、彼
の述べたことはすべて、他の者に対するあらゆ
る訴え、あらゆる訴追において、証拠として採
用すべきであるというのは、きわめて奇怪な主
張で支持できない。今日理解されるところの
法は、故人の供述で証拠として許容されるの
は、供述内容が供述をした当事者の特別な知識
に属するもので、かつ供述をした当事者の金銭
上ないし財産上の利益（pecuniary or proprietary 
interest）に反してなされた供述のみであるとい
うのである。そしてこの判示部分がいわゆるサ
セックス法則として、その後およそ1世紀にわ
たり英米判例法を支配することになる。
　アメリカでは早くからウィグモアによって、
刑事上の利益に反する供述を除外するサセッ
クス判決の不合理性は明確に指摘されていた
が、裁判所は一般にこれを認めず、例えば、連
邦最高裁は1913年のドネリー判決（Donnelly v. 
United States, 228 U.S. 243）において、殺人の真
犯人である旨告白してまもなく死亡した第三者
の自白につき利益に反する供述の伝聞例外は金
銭上の利益に反するものに限定されることはイ
ギリスで確立しており、アメリカでも同様であ
るとしてこれを排除した。しかしその後、とり
わけホウムズ裁判官が同判決の反対意見で「殺
人の自白ほど利益に反する供述はない」と喝破
しウィグモアの批判的見解に同調して以降、刑
事上の利益に反する供述をも伝聞例外として許
容する法域が漸増する。

　ウィグモアは、最も早くから最も明確に、刑
事上の利益に反する供述を除外するサセックス
判決の限定を野蛮な原則であるとして次のよう
に痛烈に批判した。すなわち「この限定は一見、
共謀者の不利益な事実の承認（admission）で
ある場合を除き、共犯者の自白（the confession 
of an accomplice）を訴追側は被告人に不利益に
用いることはできないという原則によって支
持されそうである。しかし、自白をして相棒
（cocriminals）を裏切ることによって恩恵に浴
するというAの利益は、このような場合には通
常きわめて大きいから、いわゆる利益の優越の
原理によれば、このような供述は本例外の下で
も許容されないことになろう。」
　「この不合理な限定の実際上の唯一の結果は、
正義感覚を有する者にとってショッキングであ
る。それは、自分が真犯人である旨告白した後
で死亡ないしは精神に障害を来し、あるいは法
域外に逃亡した―それ故、まったく利用不能
である―者がいたとしても、その自白を、そ
れがいかに信憑性に富むものであれ、刑事裁判
において排除することを要求するからである。」
　「それ故、われわれの歩みを元に戻し、今で
は正義の手の届かぬところにいる真犯人によっ
てまさに紋首刑台上でなされた、その信用性が
完全に保障されている書面による自白を裁判所
に提出したとしても、無実の被告人は自己の無
実を立証することができないというこの野蛮な
原則を廃棄するのに遅すぎるということはな
い。1899年にドレフュス大尉の裁判の進行経
過を一人よがりに憤慨して見守っていた者は、
もしあの裁判がわれわれ自身の国で行われてい
たとして、われわれがいわゆる先例に従って、
フランスの裁判所が一瞬の躊躇なしに許容した
自白、すなわちドレフュスが起訴された反逆罪
の真犯人は自分である旨告白して失踪した、そ
して今日では疑問の余地なく真実反逆者であっ
たことが知られている、エステラージ大佐の確
実に信用できる自白を許容することを拒否して
いたならば、その光景は実に恥じるべきものに
なっていたであろうことを銘記しておくべきで
ある。」
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　Ｂ　�ブルートン判決とホワイト裁判官の反対
意見

　本判決（Bruton v. United States, 391 U.S. 123）
は、被告人との共同犯行を認める共犯者の自白
を併合審理においていわゆる限定説示の下に自
白者本人に対してのみ不利益な証拠として許容
された事案につき、陪審は被告人の有罪または
無罪を認定する際に事実上この共犯者の自白に
注目するおそれがあることを理由に、第6修正
の証人対面権を侵害するとした。これに対しホ
ワイト裁判官は、次のような反対意見を明らか
にした。すなわち
　多数意見は限定説示が正当化される多くの事
例のあることを認めるが、本件の場合に陪審は
限定説示に従うことができないと考えなければ
ならないから被告人が不利益を受ける危険性が
大きいという。しかし共同被告人の自白と被告
人自身の自白とを区別して、陪審はそのように
説示されれば前者を無視することができるとい
う考えには十分な根拠がある。われわれは本件
で、共同被告人自身に対してのみ不利益な証拠
として許容できる共同被告人の自白と被告人の
有罪または無罪を決定する際にはそれを無視せ
よという明確な説示を問題にしている。この
ような自白はその証拠価値において被告人自身
の自白と比較することはできない。被告人に関
し、共同被告人の自白はまったく許容できな
い。それは伝聞であり、伝聞一般を特徴づけて
いるあらゆる不正確の危険をはらんでいる。さ
らに、共同被告人は被告人の行為に関するその
証言の正確性が自己の行動に関する被告人本人
の話よりも疑わしい目撃証人と同じである。し
かしそれ以上に、共同被告人の供述は伝統的に
とくに疑わしいと見られてきた。「被告人を巻き
込み自己自身の罪を免れようとする強い動機が
あるために、被告人の言動についての共同被告
人の供述は、通常の伝聞証拠よりも信用できな
い。被告人自身の自白は通常の伝聞証拠より
もはるかに信用性があり証拠価値があるのに対
し、被告人を巻き込む共同被告人の自白は内在
的にはるかに信用できないのである。
　被告人自身の自白は、もし強要されたもので

あれば被告人に不利益に用いることはできな
い、しかしそれは、その自白が真実でないから
でなくて他の憲法上の価値を保護するためであ
る。陪審がこのような法則を理解し、当該自白
を無視せよとの説示に従うことはきわめて困難
であろう。それとは異なり、共同被告人の承認
（admission）が被告人の有罪を決定する際にそ
の一要素たり得ないのは、それが信用できない
からである。このことを陪審に告げることはで
きるし、そして陪審はこのことを理解できるの
である。

　Ｃ　クロフォード判決とその後の動向
　そして合衆国最高裁は、わが国でも大い
に話題となった2004年のクロフォード判決
（Crawford v. Washington, 541 u.s. 36）において
次のように判示した、すなわち
　自己の告発者と対面する権利はローマ時代に
遡る概念である。しかし、この概念に関する建
国世代の直接的な源はコモン・ローだった。イ
ギリスのコモン・ローは、証人が刑事裁判で証
言する方法に関し大陸法（continental civil law）
とは異なっていた。コモン・ローの伝統は相
手方の吟味（adversarial testing）にさらされる
法廷での生の証言のそれであった。他方、大
陸法は司法官（judicial officers）による非公開
の尋問記録を容認する（condones examination in 
private）。それにもかかわらず、イギリスは大
陸法のやり方の要素を時に採用した。治安判
事（justices of the peace）その他の官吏が被疑者
（suspects）や証人を公判前に尋問した。これら
の尋問記録は時には生の証言の代わりに法廷で
読み上げられた。
　大陸法の尋問記録に関する最も悪名高い著名
な例は16世紀および17世紀の大きな政治裁判
で生じた。そのような一つの例は大逆罪に対す
るサー・ウォルター・ローリの1603年の裁判
だった。ローリの共犯者と称するコバム伯は枢
密院での尋問および一通の手紙で彼を巻き込ん
でいた。これらがローリの裁判で陪審に読み上
げられた。ローリは、コバムが“自己自身を救
うために嘘をついている、コバムは王の慈悲に
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よる完全な赦免を求めている、すなわち私を赦
すことは彼の役に立たない、私を非難すること
によって彼は恩恵を期待している”と主張した。
コバムが（前言を）取り消すことを疑ってい
たローリは、“コモン・ローの立証は証人および
陪審によるものである、コバムをここに呼びつ
け、彼にそのことを語らせよ、私の面前に私の
非難者を召喚せよ”と主張した。裁判官たちは
これを拒否し、そして“スペイン式糺問手続き
によって”裁判にかけられているとのローリの
抗議にもかかわらず、陪審は有罪と認定し、そ
してローリは死刑を宣告されたのである。
　そして1999年のリリー共犯者自白許容違憲判
決（Lilly v. Virginia, 527 U.S.116）において、本
件のように検察側が“刑事被告人を罪に陥れる
共犯者の自白”を提出しようとする事案を含む、
この類型の供述を伝聞法則の例外の下で許容す
るという実務（practice）は―そのような実務
が若干の法域で存在しているという限りにおい
て―第1類型や第2類型と異なり、ごく最近の
収穫（vintage）であるとしたうえで、つぎのよ
うに判示した、すなわち
　極めて重要なことだが、この第3の伝聞類
型は内在的に信用できない供述を含んでいる。
ウィグモアは自己自身と被告人とを巻き込むい
わゆる共犯者の自白とを明確に区別し、共犯者
は“自白をして相棒を裏切ること”にしばしば
相当の利益を有するのであるから、共犯者の自
白は刑事上の利益に反する供述の伝聞例外の範
囲外のものであることを明らかにしている。5 
Wigmore, Evidence §1477, at 358 n.1.
　このようなブルートン判決以降の一連の判例
の基礎にある前提と一致して、われわれは長
年にわたり、“被告人を罪に陥れる共犯者の自
白は信頼できないと推定される（presumptively 
unreliable）”としてきた。
　当裁判所は1909年の判決（Crawford v. United 
States, 212 U.S. 183）において、たとえいわゆ
る共犯者が証言するときであっても、被告人
と一緒に彼自身を罪に陥れる（incriminate ［s］）
自白には疑いを抱き（with suspicion）最大の注
意と用心の下で受理すべきであり、明らかに

信用できる証人を規制するのと同一のルール
の下で陪審によって評決されるべきではない
と述べた。われわれは30年以上前に、この原
理を第6修正に適用した、そして1965年のダ
グラス判決（Douglas v. Alabama, 380 U.S.415）
419頁において、証言台に立たず殺人の実行犯
（triggerman）として被告人を自己の犯罪に巻き
込み当の被告人に責任を転嫁する共犯者の自白
（a nontestifying accomplice’s confession）の承認
は“対面条項によって保障されている反対尋問
の権利を（被告人に）明らかに否定している”
と判示したのである。われわれはブルートン判
決においてダグラス判決を再確認し、原供述者
が他人を罪に陥れることによって利益を得る状
況下において、ある犯罪で他の人を非難すると
きその非難は疑わしいと推定され、反対尋問の
吟味を受けなければならないと説明した。被告
人を巻き込みかつ自己の責任を免れようとする
強い動機があるため被告人の言動に関する共同
被告人の供述は通常の伝聞証拠より信用できな
い”からである。ブルートン判決141頁（ホワ
イト反対意見）。
　われわれは連邦証拠規則を解釈する際に
も、このようなアプローチに固執した。それ
故、1994年のウィリアムソン判決（Williamson 
v. United States, 521 U.S.594）においてわれわれ
は、対面条項の問題に触れることなく、共犯者
自身の刑事上の利益に反する供述は被告人に不
利益な証拠として許容できないと判示したので
ある。
　われわれの判例が一貫して、刑事被告人に責
任を転嫁ないし分担させる共犯者の供述を“極
めて信用性があるため、当事者の吟味によって
もその供述の信用性にほとんど何も付加しな
い、そのような伝聞例外”の範囲外のものと考
えてきたことは明らかである。われわれが本日
明らかにする決定的事実は、刑事被告人を非難
する共犯者の自白（accomplice’s confessions）は、
われわれの対面条項に関する判例において定義
されてきた深く根を下ろした伝聞例外に該当し
ないということである。
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　ところでわが国では当初から、いわゆる共犯
者の自白は憲法38条3項の「本人の自白」と同
様に補強証拠を不可欠とするか否かという証明
力の問題として論じられてきた。しかしアメリ
カでは被告人を自己の犯罪に巻き込む共犯者の
供述はおよそ被告人に不利益な証拠として許容
できず証拠能力のないことが確立している。共
犯者の自白（供述）に関するこのような日米両
国の相違は、何に由来するのか。
　以下、共犯者の自白をめぐるアメリカ法の動
向を改めて振り返りつつ少し考えてみたい。

　（1）　合衆国最高裁は2004年のクロフォード
判決（前出）において、コバム伯の公判外供述
（一連の手紙等）だけで1603年に断罪された
サー・ウォルター・ローリの裁判に関し、次の
ように判示した。すなわち
　コモン・ローでは相手方の吟味にさらされる
法廷での生の証言を重視するのに対し、大陸法
は司法官（judicial officers）による非公開の尋
問記録を容認する。しかしイギリスは大陸法
のやり方を採用したことがある。治安判事そ
の他の官吏が被疑者（suspects）や証人を公判
前に尋問し、これらの尋問記録は時には生の
証言の代わりに法廷で読み上げられた、このや
りような方に対して“被告人（the prisoner）か
ら、被告人自身に不利益な証人を自己の面前に
直接引致せよという要求がしばしばなされた。
J. Stephen, History of the Criminal Law of England 
326 （1883）.　公判前に作成された尋問記録の
採用は16世紀のメアリ女王時代に可決された
2つの制定法によって次第に日常的となった。
メアリ女王時代の保釈および収監法（bail and 
committal statutes）は、重罪事件で被疑者と証
人を取り調べ、その結果を裁判所に知らせるこ
とを治安判事に要求していた。その当初の目的
がどのようなものであるにせよ、それらは若干
の事案で証拠として用いられるそのような大陸
法が採用されることになった。
　このような大陸法の取調べに関する最も悪名
高い著名な例は1603年の大逆罪に対するサー・
ウォルター・ローリの裁判だった。ローリの共

犯者と称するコバム伯は枢密院での尋問および
一連の手紙でローリを巻き込んでおり、これら
がローリの裁判で陪審に読み上げられた。ロー
リは、コバムが“自己自身を救うために嘘をつ
いている、コバムは王の慈悲による完全な赦免
を求めている、すなわち私（ローリ）を赦すこ
とは彼の役に立たない、私を非難することに
よって彼は恩恵を期待している”と主張した。
コバムが（前言を）取り消すことを疑っていた
ローリは、“コモン・ロー上の立証は証人および
陪審によるものである、コバムをここに呼びつ
け、彼にそのことを語らせよ、私の面前に私の
非難者を召喚せよ”と主張した。裁判官たちは
これを拒否し、そして“スペイン式の糺問手続
（Spanish Inquisition）によって”裁判にかけら
れているとのローリの抗議にもかかわらず、陪
審は有罪と認定し、そしてローリは死刑を宣告
されたのである。
　ローリの公判にかかわった裁判官の1人は、
“サー・ウォルター・ローリの断罪によるほど
イギリスの正義（裁判）が価値を下げ傷つけら
れたことはなかった”と後悔した。そのためイ
ギリス法は一連の制定法および司法改革を介し
て、このような濫用を制約する対面権を発展さ
せた。例えば、大逆罪法は、証人に被疑者（the 
accused）と“直接（face-to-face）”対面するこ
とを必要とした。被疑者の自白は本人に対して
のみ不利益に用いられ、被疑者が巻き込んだ他
の者に不利益に用いられないというルールが確
立するに至るのである。
　（2）　この問題に関する初期の指導的判例が
1897年のブラム判決（後出）である、同判決に
おいて、公海船上での船長夫妻等殺害で逮捕さ
れた2人の被疑者（ブラウンとブラム）の刑事
の私室での供述の任意性が争われた。ブラムと
刑事との間で次のような会話が交わされた、す
なわち“ブラムが私の部屋に入って来たとき私
は彼に言いました。ブラムさん、われわれはこ
のおそろしい不可解な事件を解明しようとして
います。あなたは難しい立場にあります。この
部屋にはブラウンがいます、そして彼はあなた
が殺人を犯したのを見たという供述をしていま
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す。するとブラムは‘彼は私を見ることができ
ない、彼はどこにいたのですか’と言いました。
彼は舵手だったそうですと私は言いました、す
ると‘そうですか、あそこから私を見ることは
できなかった’と彼は言ったのです。
　とすると、自白であるとして証拠提出され
た被告人のこの言葉は、ブラムの共同被疑者
（co-suspect）が当の犯罪で彼を非難していると
いう刑事の供述への返答として用いられたもの
である、この答弁は否認の形式をとっているけ
れども、それは疑いもなく自白として提出され
た、否認の文言ではあるが、それは有罪の含み
（implication of guilt）を意味すると考えられる
からである。
　さらに刑事によってその後、どのようなこと
が言われたのか？“ブラムさん、私はブラウン
から聞いたすべてのことからあなたが船長を殺
害したことを確信しています。しかし、あなた
一人であのような犯罪をすることはできないと
考える人がいます。あなたに共犯者がいるので
あれば、そう言うべきです。このような怖ろし
い犯罪の非難をあなた一人で負うべきではあり
ません”と言われたというのである。
　この会話を“抽象的にでなく、会話が始まっ
たときの被告人の精神に与えたその効果に照ら
して考えるべきである。そうすると、この会話
によって課せられた被告人への負担（weight）
は、犯罪に関する若干の利益（benefit）と供述
することから生ずる不利益の両者を示している
と考えるのが相当である。

　このようにみてくると、いずれにせよ重要
なことは、合衆国最高裁は19世紀末の段階で、
被告人を自己の犯罪に巻き込む共犯者の供述
は、自己の犯罪を肯定する面で不利益である
が、被告人を巻き込む面で利益であるという両
側面のあることを強調していたのである。
　前述のように英米法では早くから伝聞例外と
しての「利益に反する供述」は金銭上ないし財
産上のものに限定され刑事上の利益に反する供
述は除外されていたが、この点につき平野龍一
氏は、借金があるという供述は信用できるが、

人を殺したという供述は信用できないというこ
とになり、「これは、りくつからいえばおかしい
けれども、刑事上の利益に反する供述を伝聞証
拠の例外とすると、共犯者の自白が（反対尋問
を経ないで）みんなそのまま証拠になる。だか
ら除いた」と説明していた。
　しかし刑事上の利益に反する伝聞供述を許容
したとしても、共犯者の自白がそのまま証拠に
ならないことは当時すでにアメリカ法で確立し
ていたことを考えると、平野龍一氏の見解は肯
首し難い。ただ利益に反する供述を伝聞例外と
すると共犯者の自白とのかかわりが問題となる
ことを指摘した点では卓見と思われる。ちなみ
に平野氏は、松川事件でも共犯者の自白には憲
法上補強証拠を不可欠としないと主張し、証明
力の点では団藤説とは異なる見解を述べていた
ため集中砲火を浴びたらしいが、共犯者の自白
の証拠能力の点で反対尋問の保障の見地から厳
格に解していたにもかかわらず、この点につい
ては必ずしも十分に理解されていなかったので
ある。

　わが法は「不利益な事実の承認（admissions）」
については刑訴322条で規定しているが、利益
に反する供述（declarations against interest）につ
いては規定していない、しかし平野氏が「共犯
者の自白」にからめて、両者の峻別を強調した
ため、両者の関係をどのように考えるかが法解
釈上も重要とされたが未だに混沌としている。
沿革を精査せず所与の法文の文字面だけをあれ
これ解釈しても無意味である典型例と言って差
し支えあるまい。詳しくは、小早川義則『共犯
者の自白と証人対面権』（成文堂、2016年）参照。

６　ミランダ以前の合衆国最高裁

　身柄拘束中の被疑者取調べをめぐるわが国の
議論は、黙秘権や弁護人依頼権など被疑者の防
御権保障にあわせて権利侵害に対する訴訟法的
効果としての自白の排除法則などとの問題を主
たる論点とするが、その背後には刑事手続き全
体の中での捜査手続きの位置付け―とりわけ
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公判手続きとの関係や被疑者の権利主体性―
に関する基本的な考え方の相違がある。そして
筆者は、前述のように『ミランダと被疑者取り
調べ』（成文堂、1995年1月第1刷、1995年12月
第2刷）で黙秘権保障に直接かかわる被疑者の
取調べ受忍義務論を中心にわが国の問題状況を
概観するとともにミランダ判決の意味内容を明
らかにした。ただ、“複合体”としてのミランダ
法則についてはひとまず分析したものの、ミラ
ンダ以前のとりわけ不任意自白とデュー・プロ
セスとのかかわりに関する分析が完全に欠落し
ていた。
　そこで改めてミランダ以前の不任意自白の許
容性をめぐる主要な合衆国最高裁判例を時系列
的に、一部重複するが、繰り返し言及されてい
る重要部分のみを概観しておく。詳しくは、小
早川義則『ミランダと自己負罪拒否特権』（成文
堂、2017年）31頁以下。

　（1）　�ブラウン刑事免責付与証言拒否有罪合
憲判決（1896年3月23日）

　何人も自己を罪に陥れる義務はない（Nemo 
tenetur seipsum accusare）という格言は、ヨー
ロッパ大陸やイギリスで古くから存在していた
糺問的かつ不当な方法で尋問する当時の慣行
への抗議に起源を有する。被告人の自白は任
意で自由にされたとき、それは負罪的証拠の
中で高い地位を占めているが、証人が捜査中
の犯罪とのかかわりの説明を求められておどお
ど（timid）したりためらったりすると威圧し
てコーナーに追い込み虚偽の決定的な矛盾供述
を引き出す誘因が生ずる、証人への質問は、こ
のような糺問的（inquisitorial）性格を有するた
めその完全な廃止が要求されるに至った。当時
の制度の非道性（iniquities）はイギリス領植民
地のアメリカ人の心の中に深く刻まれていたの
で、アメリカの各州は被疑者を取り調べる権利
の否定を基本法の一部とした、したがって、イ
ギリスにおいて単なる証拠法則にすぎなかった
格言は、この国において憲法上の地位を付与さ
れたのである。われわれの［英国からの］独立
のはるか以前から、犯罪で人を告発する際に不

利益な証言を強制してはならないという法理は
自然的正義に基づく最も偉大なものとしてアメ
リカ法の中に埋め込まれたことに疑問の余地は
ない。

　（2）　�ブラム不任意自白許容性否定判決
（1897年12月13日）

　公海船上での船長らの殺人で逮捕された船員
ブラウンが目的地に着く前に他の船員ブラムが
船長を殺害するのを見たと供述したため警察に
よる事情聴取後にブラムが自白したため、ボス
トンで大陪審起訴され、ブラウン証言以外にブ
ラムに不利な決定的証拠はなかったにもかかわ
らず有罪とされた事案につき、前出ブラウン判
決をそのまま引用したうえで、ブラムの自白の
任意性を否定したものである。
　（3）　�ワッツ任意自白許容デュー・プロセス

違反判決（1949年6月27日）
　人の生命を奪う自白は、自由な選択の表明で
なければならない、もし自白が警察による持続
的圧力の産物であれば、それは自由な選択によ
るものとはいえない。被疑者（a suspect）が押
し付けられて（overborne）供述するとき、物理
的または精神的試練（ordeal）にさらされたかは
重要でない、そのような状況下での取調べに屈
服するのは、取調べの吸引過程（suction process 
of interrogation）の産物であり、任意とはまさに
正反対のものである。被告人の留置（detention）
をあらゆる防禦装置のある公開の法廷では引き
出し得ない証拠を彼からもぎ取る過程に変える
のは、逮捕権限の重大な濫用でありデュー・プ
ロセスの手続的基準に反する。
　そうであるのは、われわれの刑事法の執行の
根底にある原理に違反するからである。われわ
れの原理は、糺問的制度とは異なる弾劾的制度
である。そのような制度は英米の刑事裁判の特
徴だった、それは、長時間にわたり密室で被告
人を取り調べる大陸法から星室裁判所が取り入
れたその実務から自らを解放したからである。
　われわれの制度の下で社会は、被告人に対す
る告発を彼自身の口からではなく自ら立証する
責任を負っている。社会はそれ自身の事案を、
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被告人の取調べによるのではなく、熟練した取
調べを介して独立に確保された証拠によって、
その立証責任を果たさなければならない。特定
の告発の要求、合理的な疑いを越えた立証、ど
のような形式のものであれ、警察の圧力によっ
て引き出された自白からの被告人の保護、治安
判事面前での迅速な裁判の権利、必要ならば政
府によって提供される弁護人の援助を受ける権
利、憲法上の権利を被告人に助言する義務―
これらはすべて弾劾的制度の特徴であるのは
明らかである。自白を引き出す目的での警察
による取調べに被告人を長期にわたり無制限に
従わせるのは、弾劾的捜査の破壊（subversive）
である。それは防禦装置のない糺問的制度
（inquisitorial system）に外ならない。
　（4）　�カランブ弁護人選任要求拒否等自白許

容デュー・プロセス違反殺人事件判決
（1961年6月19日）

　本判決（Culombe v. Connecticut, 367 U.S. 568）
は、当時35歳の文盲で精神遅滞者であった被
告人を州警察官が殺人事件の容疑で身柄を拘束
し州の規定に違反して治安判事の面前に引致せ
ず、弁護人選任の要求を受け容れず憲法上の権
利告知をせずに、5日間もの断続的取調べによ
り獲得された自白に基づいて有罪とされた事案
につき、すべての事情を考慮したうえでこの自
白は任意とはいえずそれを証拠として許容した
のは第14修正のデュー・プロセスに違反する
とした。そして【3】ワッツ判決を引き“身柄
拘束中の被疑者によりなされた自白は必ずしも
打ち負かされた意思の結果であるとはいえな
い”として“警察での取調べは法執行において
不可欠である”ことを強調したが、それと同時
に概ね次のような指摘をしていた、すなわち
　星室裁判所での拷問を伴った秘密裡の糺問裁
判（secret inquisitions）の記憶が鮮明に残ってい
たアメリカ建国時の人々は、個人を処罰しよう
とする州（国家）はその個人の口唇からそれを
強制するという単純で残虐な便法によるのでな
く、州の職員の独立した働きによって彼に不利
益な証拠を提出することによって彼を処罰する
という要求をした。かなり早くからイギリスの

裁判所は、糺問的制度とは異なる弾劾的制度に
よる障壁（barrier）を設けてきた。そして間も
なく法廷外の自白をある人物に不利な証拠とし
て用いるのであれば、それは彼自身の自由な選
択の産物でなければならないという要件が確立
するに至った。一方、アメリカでは警察の捜査
活動の行きすぎを防止するために種々の制定法
が施行された。これらの制定法の中で最も広汎
なのが被逮捕者を司法官の面前に迅速に連行す
ることを要求する各種制定法である。他の制定
法は、自白を引き出すため等の殴打や投獄を違
法とする。われわれの連邦制度の下でこの仕事
はもちろん、地方（州）の犯罪に関してはまず
第一に州裁判所に委ねられている。第14修正の
デュー・プロセスは、しかし、その点に関する
彼ら（州）の自由を限定している。当裁判所に
課されている義務は、警察の取調べの産物を使
用する際に州裁判所を制約するデュー・プロセ
スとは何かを判断することに限定されている。
そしてその判断が本件における争点である。憲
法は、むち打ちや拷問台で痛めつける無法なや
り方についてはその目的いかんにかかわらず禁
止している。しかし、取調べはむち打ちでも拷
問でもない。デュー・プロセスは、刑事法を実
施する際にわれわれの文明が現実に採用するこ
とを今まで一度も認めていなかった基準の採用
を州に要求しない。すべての州の裁判所は、身
柄を拘束されている被疑者の取調べによって獲
得された自白の受理を認めることに同意してき
た。そして長年の一連の判例において当裁判所
は、第14修正は全ての情況を検討して強要され
たと認められなかった自白の許容性を州に禁止
していないと指摘していたのである。
　
　このようにみてくると、合衆国最高裁は早く
も1896年（明治29年）の段階でアメリカ法の
根底にある弾劾的捜査の意義を強調しつつ、星
室裁判所が大陸法から取り入れた密室での長時
間にわたる糺問的取調べを完全に否定していた
のである。そして1966年6月のミランダ判決は、
このようなアメリカ法の延長線上にあるといっ
てよい。
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　ミランダ判決は、身柄拘束中の被疑者が黙秘
の意思を示した場合には、「取調べは中止されな
ければならない」「弁護人を必要とすると述べた
場合には、弁護人が立ち会うまで取調べは中止
されなければならない」とし、被疑者には常に
取調べを中止させる権利があり、さらに弁護人
の同席を求める権利のあることを明示し、身柄
拘束中の被疑者が熟慮の上で任意に権利放棄に
同意した場合に限り、捜査官は被疑者を取り調
べることができるとしている。その後の判例も
右の核心部分についてはこれを貫徹強化し、少
なくとも被疑者が弁護人依頼権を行使した場
合には、別件を含めて弁護人の現実の立会いの
ない限り、捜査官による取調べの再開は一切禁
止されている。しかし、それはあくまでも「被
疑者限り」の固有権であるから被疑者自身が明
確に第5修正の弁護人依頼権を行使する意思を
示さなければならない。1986年のバービン判
決（Moran v. Burbine, 475 U.S. 412）が示してい
るように、例えば、被疑者不知の間に家族が選
任した弁護人の接見意思を伝達しなくても、被
疑者本人がその効果を熟知したうえで任意に権
利放棄をして取調べに応じたものと認められる
と、その権利放棄は有効とされている。｢適用の
容易さと明確性｣ はミランダの長所であり、｢第
三者ではなく被疑者本人が｣ 弁護人依頼権を行
使しなければならないというのである。
　ところで連邦議会はミランダ2年後の1968年
に「犯罪防止及び街路の安全に関する包括法」
を制定し、その中に自白の許容性に関する3501
条（18 U.S.C. 3501）を規定した。同条によれ
ば、当該自白は「任意になされたものであると
認められる限り｣、証拠として許容されること
になり、黙秘権等の不告知、あるいは被逮捕者
の治安判事（magistrate）等への引致の遅延は
決定的でなく、任意性判断の一つの要素にすぎ
ない。したがって、同条の意図は、黙秘権等の
告知を自白の許容性の絶対的前提要件とするミ
ランダ法則、および被逮捕者を「不必要な遅滞」
なしに治安判事等への引致を要求する法律に違
反して得られた自白を任意性の有無を問わず一
律に排除するマクナブ＝マロリー法則を廃棄し

ようとするものであることは明らかであった。
　このように3501条はミランダ廃棄を明確に
意図した立法であるにもかかわらず、この規
定は今まで実務において利用されることはな
かった。ところが、スカーリア裁判官が1994
年のデイヴィス判決（Davis v. United States, 512 
U.S.452）の同調補足意見で、制定法を無視す
るのは遺憾である旨の見解を明らかにしたた
め、反響を呼ぶことになった。
　そして合衆国最高裁は2000年6月26日のディ
カソン判決（Dickerson v. United States, 530 U.S. 
428）において、ミランダ違反供述にはじめて
3501条を適用した第4巡回区連邦控訴裁判所の
判断を破棄したのである。本件での主たる争点
は3501条の合憲性ないしミランダの憲法上の
根拠いかんであるが、控訴審も指摘するよう
に、本件での「重要な法律上の争点を理解する
うえで有用と思われるので、」事実関係につい
て補足し、控訴審判決について少し触れた後、
法廷意見の要旨を紹介しておく。
　なお、合衆国司法省は1999年11月1日、異
例にも、上告受理および第4巡回区控訴審判決
の破棄を求める被告人に同意する上告趣意書
（the government brief）を提出し、これにはレノ
司法長官も署名していた。司法省は、地裁判決
への再考の申立時には3501条の活用を主張し
ていたが、控訴審の段階では一転して、明確に
同条の違憲性を主張し、ミランダ弁護の論陣を
張った。ちなみに、ディカソン事件担当の検察
官はこれに抗議して辞職し、後に公開の席上、
カッセル教授らとともに、3501条の合憲性を
主張するに至ったという。

７　ディカソン判決

　合衆国最高裁は1999年12月6日、「合衆国法典
18編3501条を可決し、立法によってミランダ判
決を変更しようとした議会の試みは憲法違反で
あったか否か｣ を検討するために上告受理の申
立を容れた。両当事者が共同歩調をとったため、
合衆国最高裁は、カッセル教授を指名し、控訴
審支持の弁論を命ずることとした。同年4月19
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日に開かれた口頭弁論では、被告側弁護士のほ
か、ワックスマン訟務長官、アミカス・キュリ
エとしてカッセル教授が順次それぞれの見解を
述べ、各裁判官からの質問を受けた。
　以上の経緯を経て、合衆国最高裁は2000年6
月26日、7対2で3501条の違憲性を明示し、ミ
ランダ判決を再確認した。論述の便宜上、適宜
サブタイトルを付し、引用判例等を除き、その
要旨を分説しておく。なお、法廷意見はレンキ
スト首席裁判官が執筆し、これにスティヴン
ズ、オコーナ、ケネディ、スータ、ギンズバー
グ、ブライア各裁判官が同調している。

　Ａ　結論要旨　
　われわれは1966年のミランダ判決で身柄拘
束下の取調べ中にされた被疑者の供述を証拠と
して許容できるとするには、その前に若干の
警告が与えられなければならないと判示した。
ミランダ判決2年後、合衆国議会は、要する
に、そのような供述の許容性は任意にされたか
否かによる旨の3501条を制定した。ミランダ
判決は、当裁判所の憲法判断（a constitutional 
decision）であるので、議会の制定法によって
事実上それを変更することはできないと考え
る。そしてわれわれ自身がミランダを変更す
ることも拒否する（decline to overrule Miranda 
ourselves）。われわれは、それ故、ミランダ判
決および当裁判所でのミランダ関連判例（its 
pogeny）が州および連邦裁判所における身柄拘
束下の取調べ中にされた供述の許容性を規制す
ると考える。
　Ｂ　自白の許容性の沿革　
　ミランダ判決以前には、被疑者の自白の許容
性は任意性の有無という判断基準に従って判
断された。この判断基準のルーツは、コモン・
ローで発展した。そして英国の裁判所、次いで
合衆国の裁判所は、強制による自白は内在的に
信用できないことを認めた。われわれの判例は
時を経て、任意にされた自白は証拠として許容
できるという要件に対するその憲法上の根拠を
認めるようになった。すなわち、第5修正の自
己負罪拒否の権利と第14修正のデュー・プロ

セス条項である。例えば、1897年のブラム判
決（任意性の判断基準は、何人も刑事事件にお
いて自己に不利な証人となることを強制されな
いことを命じている第5修正のこの部分（that 
portion）によって規制されていると指摘する）
を見よ。
　このデュー・プロセスの判断基準は、“被疑者
の性格および取調べの詳細を含む自白を取り巻
くすべての事情の全体”を検討する。“自白に
付随するすべての事情が検討されなければな
らない”というのである。その判断は“被疑
者の性格および取調べの詳細を含む自白を取
り巻くすべての事情の全体”を検討する。そ
の判断は“そのような全体の事情の強制力と自
白者の抵抗力との比較衡量による。”われわれ
は、このデュー・プロセスの法理（due process 
jurisprudence）を放棄したことは一切ない。そ
れ故、不任意に獲得された自白は依然として排
除されることになる。しかし、マロイ（Malloy 
v. Hogan, 378 U.S.1）、ミランダの両判決は、被
疑者の負罪的供述の任意性を判断する際に焦点
となる調査方法を大きく変えた。マロイ判決で
われわれは、第5修正の自己負罪条項は第14修
正のデュー・プロセス条項の中に組み込まれて
いる、それ故、州に適用されると判示し、マロ
イ判決に続いて、ミランダ判決を言い渡したの
である。
　Ｃ　ミランダ判決の意味内容　
　「われわれはミランダ判決で、近代的な警察
での身柄拘束中の取調べの到来とともに、強制
的に獲得された自白への関心が高まったことを
指摘した。警察での身柄拘束中の取調べは、そ
の性質上、個人を孤立させ、強制することにな
るので、“たとえ拷問などを用いることがなくて
も、身柄拘束中の取調べという事実それ自体が
個人の自由への重い足かせとなり、個人の弱点
につけ込むことになる”と指摘した。したがっ
て、われわれは、“法執行官および裁判所に対し
順守すべき具体的な憲法上の指針を提供した”
のである。これらの指針は、被疑者の身柄拘束
中にされた供述の証拠としての許容性は、警
察官が被疑者に4つの警告を告知したか否かに
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よって判断されることを明らかにした。これら
の警告―それは世にいわゆるミランダの諸権
利として知られるようになった―は、被疑者
には“黙秘する権利がある、供述したことはい
かなることであれ（後に）公判で不利益な証拠
として用いられうる。弁護人の立会いを求める
権利がある。そして弁護人を依頼する余裕がな
ければ、もし希望すれば、いかなる質問にも先
立って（国選）弁護人が選任される”というも
のである。」
　判例は早くから、デュー・プロセス条項と自
己負罪条項とはいずれも強制自白のない公正な
裁判を被告人に保障する（accorded）ものであ
ると解釈してきたが、しかしそれを警察での身
柄拘束中の取調べに適用したのは、比較的最近
のことである。けだし、そのような取調べの日
常化は比較的新しいことであるからである。
　Ｄ　3501条
　連邦議会はミランダ判決2年後に3501条を制
定した。その関連部分は次のように規定する。
それは要するに、任意性の有無を自白の許容性
の試金石とし、ミランダ警告の欠如は決定的要
因でないことを明示しているのであるから、｢わ
れわれは議会はそれを制定することによってミ
ランダ判決を変更しようとした｣ との控訴裁判
所の見解に同意する。デイヴィス判決でのス
カーリア同調意見―ミランダ以前には任意性
の有無が自白の許容性の試金石であったと述べ
ている―を見よ。「ミランダ判決と3501条と
の矛盾は明らか（obvious conflict）であるから、
議会にはこのようにミランダを変更する憲法上
の権限を有しているかを検討しなければならな
い。議会にそのような権限があるのであれば、
自白の許容性を全体の事情から総合的に判断
するという3501条のアプローチ（totality-of-the-
circumstances approach）がミランダ警告の要件
に優るとしなければならず、権限がないという
のであれば、3501条はミランダ判決のより特
定した要求に屈服しなければならない。
　当裁判所は、連邦裁判所に対する監督権を有
しているから、この権限を用いて、これら裁判
所を拘束する証拠法則や手続法則を規定でき

る。しかし、非憲法的な“連邦裁判所に対する
手続きや証拠規則”を創出し強制する裁判所の
権限は、議会の関連法規がない場合に限られ
る。議会は、裁判所の創出した憲法上の要求で
ない証拠法則を改廃する最終的な権限を保持し
ているが、しかし議会は、憲法を解釈し適用す
るわれわれの判例を立法によって廃棄するこ
とはできない。本件は、それ故、ミランダ法
廷（Miranda court）は憲法上の法則を宣明した
のか、それとも単に監督権を行使して、議会の
命令を欠いている証拠（法）を規制したにすぎ
ないのか（の解釈いかん）にかかっている。控
訴裁判所はこの点を認識して、ミランダ判決の
憲法上の地位を判断するためにミランダ判決お
よびその関連判例を精査した。われわれがミラ
ンダ警告の要件に若干の例外を創出してきたこ
と、そしてわれわれが繰り返し“予防的なもの
（prophylactic）”であり“それ自体憲法によって
保護された権利ではない”としてミランダ警告
に言及してきたという事実に依拠して、控訴裁
判所は、ミランダ判決で明らかにされた保護策
（protections）は憲法によって要求されたもので
ない（not constitutionally required）と結論した
のである。
　Ｅ　ミランダ判決の憲法上の地位　
　ミランダ関連判例の中に控訴裁判所の見解を
裏付ける文言のあることは認められるが、その
結論には同意できない。「他の側面―ミランダ
判決は憲法判断（a constitutional decision）であ
る―に関する要素の中で最も重要なこと（first 
and foremost of the factors）は、ミランダ判決
とその争点類似事件の2判決はともに、州裁判
所―すなわち、アリゾナ、カリフォルニア、
ニューヨークの各州裁判所―での手続きにミ
ランダ法則を適用したということである。その
とき以来、われわれは一貫して、ミランダ法
則を州裁判所で生じた訴追に適用している。州
裁判所での手続きに関するわれわれの権限は、
“合衆国憲法の命令を実施することに限定され
ている”。」なお、ミランダ判決の憲法上の根拠
（Miranda’s constitutional basis）に関するわれわ
れの結論は、ミランダ違反の主張を人身保護令
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状手続きにおいて連邦裁判所に提起することを
われわれが確定囚（prisoners）に認めてきたと
いう事実によってさらに補強される。人身保護
手続きは、“ある人が合衆国の憲法または法律、
または条約に違反して身柄を拘束されている”
という主張に対してのみ利用できる。ミランダ
法則は、連邦の法律または条約に基づいたもの
でないのは明白であるから、ミランダ違反の主
張に対する人身保護令状の審査を認めるわれわ
れの判例は、ミランダ判決にも憲法上の起源
（of constitutional origin）のあることを明らかに
前提としている。
　ミランダの法廷意見それ自体、まず最初に
“自己負罪拒否特権を適用する際の若干の問題
点をいま少し解明し、そして法の執行機関およ
び裁判所に順守すべき具体的な憲法上の指針
を示すために上告受理の申立てを容れたと述
べている。事実、多数意見には憲法上の法則
を宣明しようと考えていたことを示す文言が
充満（replete with statements）している。現に、
当裁判所の最終的結論は、ミランダ判決におい
て当裁判所の面前で（審理された）4事件にお
いて獲得された警告を欠く自白は（いずれも）
“特権保護のための憲法上の基準に合致しない
状況下で被告人から獲得された”ということで
あった。なお、その他の判例の多くも、ミラン
ダ判決の憲法上の基盤（Miranda’s constitutional 
underspinnings）に言及している。
　ミランダ判決には憲法上の根拠がある
（constitutionally based）というわれわれの結論
の裏付けは、強制的な自己負罪を禁止する憲法
上の権利を保護するための立法活動をミランダ
法廷が促しているということの中にも見い出さ
れる。警察での身柄拘束中の取調べに内在する
“強制的な圧力”を論じた後でミランダ判決裁
判所は、“こうした圧力と戦い、自己負罪拒否特
権を行使する十分な機会を与えるために、被疑
者は自らの権利を効果的に告知され、かかる権
利の行使は十分に尊重されなければならない”
と結論した。しかし、同法廷は、“議会または州
によって考案される特権を保護するための代替
案”を予知できないことを強調した。したがっ

て、同裁判所は、特定のミランダ警告とは異な
るが、被疑者に黙秘権を告知し、それをいつで
も行使できる機会を保障する点で少なくとも同
等に効果的な立法上の措置を憲法は妨げていな
いと述べている。なお、控訴裁判所は、ミラン
ダ判決はいかなる意味においても“憲法上の拘
束服”を創出するものではないとの文言に一部
依拠している。しかし、ミランダでの意見を再
吟味すると、このこと（this claimer）は第5修
正の権利を保障するうえで効果的な手続きを憲
法は要求していないという意味ではなく、警察
官による特定のミランダ警告の実施は憲法上の
要求ではないことを示しているにすぎないのは
明らかである。
　控訴裁判所はまた、ミランダ以降のクォーリ
ズやハリスなどの判決が、ミランダに例外を認
めてきたという事実に依拠する。「しかし、われ
われはまた1976年のドイル判決（Doyle v. Ohio, 
426 U.S.610）や1988年のロバソン判決（Arizona v. 
Roberson, 486 U.S.625）でミランダ法理の適用
を拡大している。これらの判決は、ミランダ判
決は憲法上の法則ではないとしたものでなく、
憲法上の法則も不変（immutable）でないとい
う原理を示しているにすぎない。」控訴裁判所
はまた、1985年のエルスタッド判決（Oregon v. 
Elstad, 470 U.S.298）でわれわれが“ミランダの
排除法則は、第5修正に奉仕し、第5修正より
もその適用範囲が広い（sweeps more broadly）”
と述べたことをも指摘する。「われわれの同事案
での判断は、第4修正の事案で発展した伝統的
な“果実”理論の適用を否定したものであり、
ミランダは非憲法的な判決であることを立証す
るものではない、単に第4修正の下での不合理
な捜索は第5修正の下での警告なしの取調べと
異なるという事実を認めているにすぎないので
ある。」　
　カッセル教授はアミカス・キュリエとして

―なお、両当事者はいずれも本件で3501条
の合憲性を支持する主張をしなかったので、わ
れわれは同教授を指名し、下級審支持の弁論を
求めることによって、われわれの審理に資する
こととした―「3501条は、強制自白を阻止
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するうえで同等に効果的であるとのミランダの
立法上の代替物の要件に合致していると主張す
る。ミランダ判決が言い渡された当時よりも乱
暴な警察官の行為に対し利用できる救済策は多
いとのアミカス・キュリエの主張には同意す
る。しかし、これらの付加的な救済策が3501
条を補っているから、憲法上の最小限の要求を
十分に満たしているということには同意できな
い。ミランダ判決は身柄拘束中の被疑者に黙秘
権を警告し、その権利の行使は尊重されること
を被疑者に保障する手続きを要求している。上
述のように3501条は、取調べ前の警告の実施
を被疑者の自白の任意性を判断する単なる一要
素とみるアプローチに賛成して、そのような取
調べ前の警告の要件を明示に避けている。アミ
カスの引用する付加的な救済策は、われわれの
見解によれば、3501条と相俟っても、それら
をミランダ判決によって要求された警告に十分
に代替するものでない。」
　ミランダ判決で当裁判所は、伝統的な全体の
事情のテストに依拠すれば、身柄拘束中の不任
意自白を看過する危険があり、自白が有罪を立
証するための積極的証拠として提出（offered in 
the case in chief to prove guilty）されると、この
危険は受け入れ難いほど大きくなると指摘し、
そして全体のテスト以上の何かが必要であると
結論したのである。上述のように、3501条は
全体のテストを十分なものとして復帰させてい
る。3501条は、それ故、ミランダが法である
限り維持できない。
　Ｆ　先例拘束性の原理　
　ミランダの理由付けおよびその結果としての
法則に同意するか否かにかかわらず、もし第一
審としてこの争点に言及するとすれば、今では
先例拘束性の原理がミランダ判決を変更するこ
とに大きく立ちはだかっている。例えば、1980
年のイニス判決でのバーガ補足意見―“ミラ
ンダの意味は合理的に明らかとなり、法執行の
実務はその枠組に順応した。わたくしは今さら
この時点で、ミランダを非難する気もなけれ
ば、それを拡大する気もない”―を見よ。と
りわけわれわれが憲法を解釈するとき、先例拘

束性は絶対的な命令ではないが、「憲法事案にお
いても、この原理はきわめて説得的な力を有し
ているので、先例からの離脱をするには特段の
正当化理由（special justification）による裏付け
のあることを必要としてきた。」ミランダ判決
を変更するこのような正当化理由があるとは思
われない。ミランダ警告がわが国の文化の一部
となったといえる程までにミランダ判決は日
常の警察実務に溶け込んでいる。われわれは、
その後の判例が先例の原理上の基盤（doctrinal 
underpinnings）を侵害してしまったとき、先例
を変更してきたが、そのようなことがミランダ
判決に生じているとは思われない。仮に多少あ
るとしても、ミランダ判決以降の判例は、警告
なしの供述は訴追側主張の積極的証拠（evidence 
in the prosecutions case in chief）として用いるこ
とはできないというミランダ判決の核たる部分
（the decision’s core ruling）を再確認しつつ、ミ
ランダ判決の法執行へのインパクトを減少して
きたのである。
　Ｇ　結論　
　以上を要するに、われわれは、議会が立法に
よって廃棄することのできない憲法上の法則を
ミランダ判決は表明したものであると結論す
る。先例拘束性の法則に従い、われわれがミラ
ンダ判決を変更することには応じられない（we 
decline to overrule Miranda ourselves）。したがっ
て、控訴裁判所の判決（judgment）を破棄する。

　【スカーリア裁判官の反対意見】　（トマス裁
判官同調）　（略）

　ディカソン判決の最大の意義は、憲法上の自
己負罪拒否特権を根拠としたミランダ法則を再
確認した上でミランダ2年後の1968年に連邦議
会が制定した合衆国法典第18編第3501条をミ
ランダと矛盾する連邦立法であると判示したこ
とにある。
　ディカソン判決が再確認したミランダの意義
と限界は明らかであろう。ミランダの革命的意
義は、第5修正の保障する自己負罪拒否特権を
警察署での取調べに適用し、それを根拠に弁護
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人立会権を含む4項目の告知を被疑者取調べの
絶対的前提要件とする点にあることは疑いな
い。しかし、犯罪の解明を義務とする警察官に
4項目の告知義務を課すと同時に、“内在的に強
制的な雰囲気”を除去するための弁護人依頼権
の重要性を強調しながら弁護人の立会いなしの
権利放棄を被疑者に認めるという根本的矛盾な
いし弱点を抱えていたのである。
　このようにみてくると、わが法は英米法を継
承しつつ独自の発展を遂げてきたのは間違いな
いが、英米法との決定的相違は、被告人を巻き
込む共犯者の自白の取扱いにあるといってよ
い。アメリカではそのような共犯者の自白はお
よそ証拠として許容できないにもかかわらず、
その点に関するわが国での理解が全く欠けてい
る。罪証湮滅を理由とする勾留も同一線上にあ
るとの評価も可能であろう。

　前述のように罪証隠滅を理由に勾留を認める
のは糺問主義的構造に由来し、現行法の弾劾主
義的構造に違反する。そして弾劾主義と相容れ
ない罪証湮滅の恐れを勾留の理由として認めて
いることが、捜査官をして、被疑者の勾留の目
的は取調べのためであり、自白を獲得するため
であると公言させる一番大きな理由であると指
摘されているのである。
　そしてアメリカでは早くも1896年のブラウ
ン判決で、何人も自己を罪に陥れる義務はない
（Nemo tenetur seipsum accusare）という格言は、
ヨーロッパ大陸やイギリスで古くから存在して
いた糺問的かつ明らかに不当な方法で尋問する
当時の慣行に対する抗議にその起源を有する。
被告人の自白は任意で自由にされたとき、それ
は負罪的証拠の中で常に高い地位を占めていた
けれども、証人が捜査中の犯罪とのかかわりの
説明を求められおどおど（timid）したりためらっ
たりすると同人を威圧してコーナーに追い込み
罠にかけて虚偽の決定的な矛盾供述を引き出す
誘因が生ずる、証人への質問は、このような糺
問的（inquisitorial）性格を有するためその完全
な廃止が要求されるに至った。当時の制度の非
道性（iniquities）はイギリス領植民地のアメリ

カ人の心の中に深く刻まれていたので、アメリ
カの各州は被疑者を取り調べる権利の否定を基
本法の一部とした、したがって、イギリスにお
いて単なる証拠法則にすぎなかった格言は、こ
の国において憲法上の地位を付与されたのであ
る。われわれの［英国からの］独立のはるか前
から、犯罪で人を告発する際に不利益な証言を
強制してはならないという法理は自然的正義に
基づく最も偉大なものとしてアメリカ法の中に
埋め込まれたことに疑問の余地はないことが強
調されていた。そしてその翌年のブラム判決で
同一の判示が繰り返されていたのである。
　要するに早くも1896年（明治29年）の段階で、
合衆国最高裁は、糺問的な取調べは憲法上の黙
秘権に反することを強調していたにもかかわら
ず、このようなアメリカ法の動向はわが国で明
らかにされていなかったのであり、ここに問題
の根元があるといって差し支えあるまい。今回
のゴーン会長の再保釈、再逮捕を契機に初めて
日本の刑事司法が海外でも話題になっている折
柄、われわれも虚心坦懐にかねて指摘されてい
た問題点を再検討する必要があると思われる。

　このようにみてくると、（1）逃亡の恐れの外
に、弾劾主義と相容れないため、英米法にはな
い、証拠隠滅の恐れを勾留理由とする現行法の
ルーツは何か。（2）取調べ受忍義務は自己負罪
拒否特権ないし憲法上の黙秘権保障に違反する
というミランダ、ディカソン両判決で確立して
いるアメリカ法の受け入れを拒否する根本的理
由は何か。（3）世界に通用しない日本の国民性
を理由とする検面調書の合憲性の主張を今なお
維持できるか等について改めて精査する必要が
ある。そしていずれにせよわが最高裁の最大の
欠点は、昭和20年代後半で完全な思考停止状
態にあることであり、この点において合衆国最
高裁の態度と全く異なることは否めない。この
点については日米憲法共通の被疑者取調べと
黙秘権保障を中心に『証拠法研究第7巻（完）』
で別途詳論したい。
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むすびとして

　筆者は名城ロースクール・レビューを積極的
に活用して研究成果を公表してきた、このこと
はAppendixを見れば一目瞭然であろう。その
意味で筆者は名城ロースクール・レビューとと
もに成長し続けてきたという一面は否定し難
い。そして創刊号から今日まで事務を担当され
た安里華子さんにはとくに感謝したい。名城
ロースクール・レビューが何とか今日まで継続
して定期刊行できたのは、裏方としての彼女の
協力によるところが大きいからである。
　筆者の“出戻り”後に直接体験した違和感は
最後まで消え去ることはなかったが、人生の吉
凶は予測不可能であり“人間万事塞翁が馬”を
改めて噛み締めている。名城大学ロースクール
は、残念ながら間もなく―本年度限りで―
消滅するが、名城大学法学部は今後も存在し続
ける。さらなる名城大学の発展を心から祈念す
る次第である。

（2019年6月30日稿）
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